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長崎市総合設計制度に関する技術基準 

 

 

 

 

 

第１ 趣旨 

   この基準は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号、以下「法」という。）第５９条の２の

規定に基づく許可に関して定めた長崎市総合設計制度取扱基準（平成２１年６月２６日制定）

について技術的な基準を定める。 

 

第２ 容積率の割増し 

⑴ 公開空地の定義 

公開空地とは、次の①から⑤までのすべてに該当する空地又は空地の部分（空地又は空地の

部分の環境の向上に寄与する植込み、芝、池等及び空地の利便の向上に寄与する公衆便所等の

小規模な施設に係る土地を含む。）をいう。 

なお、計画建築物の整備と一体的に計画配置される公園、広場等の空地で次の①から⑤まで

のすべてに該当するもののうち、事業者の無償譲渡又は無償貸付けに係るものであって、都市

計画決定され、又は長崎市により管理されるもの（以下「公共空地」という。）については、

これを公開空地とみなす。 

① 歩行者が日常自由に通行し、又は利用できるもの（非常時以外において自動車が出入りす

る敷地内の通路を除く。）であること。ただし、屋内に設けられるもの等で特定行政庁が認

めたものにあっては、深夜等において閉鎖することができる。 

② 最小幅が４ｍ以上のものであること。ただし、道路に沿って敷地全長（最小限必要な車路

のみにより分断されているものは、敷地全長にわたって設けられているものとみなす。）に

わたって設けられ、かつ、道路と一体として利用可能な公開空地及び敷地を貫通して道路、

公園等を相互に有効に連絡する公開空地（以下「歩道状公開空地」という。）にあっては、

最小幅が２ｍ以上のものであること。 

③ 一の公開空地の面積は、当該公開空地が歩道状公開空地である場合を除き、次に掲げる区

分に従い、イからニまでに掲げる数値以上であること。 

イ 第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域        ３００㎡ 

ロ 第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居

地域、準住居地域、準工業地域、工業地域又は工業専用地域      ２００㎡ 

ハ 近隣商業地域又は商業地域                    １００㎡ 

ニ 用途地域の指定のない区域                    ２００㎡ 

 ただし、敷地面積の規模が建築基準法施行令（以下「令」という。）第１３６条第３項の

表(ろ)欄に掲げる規模に満たないときは、一の公開空地の面積は、当該公開空地が歩道状公

開空地である場合を除き、敷地面積の１０分の１以上かつ１００㎡以上であること。 

④ 全周の８分の１以上が道路に接しているものであること。ただし、動線上無理のない通り
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抜け道路を設けたもので、歩行者の出入りに支障がない場合は、この限りでない。 

⑤ 道路との高低差が、６ｍ以内のものであること。ただし、駅舎のコンコース、横断歩道橋

等に連絡する場合等歩行者の利便に供する場合は、この限りではない。 

⑵ 公開空地に準ずる有効な空地 

敷地内の建築物の居住者や利用者の日常自由な利用又は通行に専ら供される空地及び空地

の部分（空地又は空地の部分の環境の向上に寄与する植込み、芝、池等及び空地の利便の向上

に寄与する公衆便所等の小規模な施設に係る部分を含み、非常時以外において自動車が出入り

する通路を除く。）で、次の①又は②に該当するものについては、公開空地に準ずる有効な空

地として、⑶に規定する公開空地の有効面積に算入できるものとする。 

① 中庭等その周囲の大部分を建築物に囲まれ、道路に接していない空地（以下「中庭等」と

いう。）にあっては、建築物の居住者等のコミュニティ形成の場として活用される等適切な利

用ができ、修景上良好に設計され、適切な規模（少なくとも３００㎡以上であること。）を有

すること。 

② 屋上にあっては、道路に面して設けられており、当該道路からの高さが、１２ｍ以下かつ

当該道路の幅員以下のものであって、緑化を図るなど修景上良好に設計されているものであ

ること。また、その面積については⑴の③に規定する規模以上であること。 

⑶ 公開空地等の有効面積の算定 

① 公開空地及び公開空地に準ずる有効な空地（以下「公開空地等」という。）の有効面積（以

下「有効公開空地面積」という。）は、 次に掲げる区分に従い、当該公開空地等又は公開

空地等の部分の面積にイからへまでに掲げる係数を乗じて算定するものとする。 

イ 歩道状公開空地（幅が４ｍを超えるものにあっては、幅が４ｍ以内の部分に限る。） 

１．５ 

   ただし、歩道との段差がなく、歩道と合わせた幅員が６ｍ以上であり、かつ、隣地と

の間に塀等の空地の連続性を妨げる計画のないものについては、２．５とすることがで

きるものとする。（図２－１～２－４） 

ロ 面積が５００㎡以上で幅員６ｍ以上の道路に接する公開空地又は公開空地の部分（イに

該当するものを除く。）                       １．２ 

ハ 面積が３００㎡以上５００㎡未満で幅員６ｍ以上の道路に接する公開空地又は公開空

地の部分（イに該当するものを除く。）                １．１ 

ニ イ、ロ及びハ以外の公開空地又は公開空地の部分           １．０ 

ホ 中庭等（公開空地に準ずる有効な空地）               ０．５ 

へ 屋上（公開空地に準ずる有効な空地）                ０．３ 

② 次に掲げるものの有効公開空地面積は、当該公開空地等又は公開空地等の部分の面積に①

に規定する係数を乗じて得たものに、次に掲げる区分に従い、イからニまでに掲げる係数を

乗じて算定するものとする。 

イ 公開空地の道路からの見通しが、隣地又は計画建築物によって妨げられるもの（道路の

自動車交通量が著しく多い場合等公開空地が道路に接しないことが当該公開空地の環境

上好ましい場合で、動線上無理のない通り抜け歩路を設けたものを除く。）０．５ 

ロ 公開空地の地盤（公開空地が建築物の屋上である場合には、その屋上面）の高さが、当
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該公開空地に接している道路の路面の高さと比べて１．５ｍ以上高いもの又は３ｍ以上低

いもの（地形上、道路から連続して高さが変化するもの及び駅舎のコンコース、横断歩道

橋等に連絡するもの等歩行者の利便に供するものを除く。）       ０．６ 

ハ ピロティ、アーケード、アトリウム等の建築物又は建築物の部分（以下「ピロティ等」

という。）によって覆われている公開空地（はり下（はりがない場合には床版下。以下同じ。）

１０ｍ以上のもの又は気候条件等のためピロティ等に覆われていることが公開空地の環境

を向上させているものを除く。） 

(イ) はり下５ｍ以上                               ０．８ 

(ロ) はり下２．５ｍ以上５ｍ未満                   ０．６ 

ニ 公開空地等の位置、意匠、形態等や公開空地等に面する建築物又は建築物の部分の意匠、

形態等が当該公開空地等の効用を増大させ、市街地環境の整備改善に特に寄与すると認め

られるもの                             １．２ 

③ 隣接する敷地において一体的に計画された公開空地等については、全体を一の公開空地等

とみなして、①及び②の規定を適用することができるものとする。この場合において、①及

び②の規定中｢当該公開空地等又は公開空地等の部分の面積｣とあるのは｢当該敷地内の当該

公開空地等又は公開空地等の部分の面積｣とする。 

 

第３ 絶対高さ制限に関する緩和 

法第５５条第１項の規定に係る許可を受けることができる建築物は、敷地の各辺（単純な形状

の多角形の敷地にあっては敷地境界線、多角形でない敷地又は複雑な形状の多角形の敷地にあっ

ては、当該敷地を単純な多角形に近似した場合の各辺をいう。以下同じ。）について、Si’が Si

以下であるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 

この場合において、Si’とは、Oi（各辺についてその中点から１６ｍの距離だけ外側にある点

をいう。）を通る鉛直線上の各点を視点として建築物の各部分を各辺上の鉛直面に水平方向に投影

した図形の面積（以下「立面投影面積」という。）とし、Si とは各辺の長さに１０ｍ又は１２ｍの

うち当該地域に関する都市計画において定められた建築物の高さの限度を乗じて得た値とする。 
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図３－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－４ 

また、敷地の角が凹角又は鈍角の場合には、次図の斜線部分にある建築物の部分は除いて比較

する。 

 

 

 

 

 

 

第４ 道路斜線制限等に関する緩和 
図３－５ 
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１ 道路斜線制限及び隣地斜線制限関係 

⑴ 道路斜線制限（法第５６条第１項第１号）又は隣地斜線制限（同項第２号）に係る許可を

受けることができる建築物は、敷地の各辺において Si’が Si 以下であるものとする。この場

合において、Si’とは、Oi（各辺についてその中点から次に掲げる区分に従い、①、②又は③

に掲げる距離だけ外側にある点をいう。）を通る鉛直線上の各点を視点とした立面投影面積と

し、Si とは、各辺において法第５６条第１項第１号、第２号及び第２項の規定によって許容さ

れる最大の立面投影面積とする。 

① 第一種低層住居専用地域及び第二種低層住居専用地域 

道路に接する各辺について当該道路の幅員に法第５６条第２項の規定による当該建築物

の後退距離（以下「後退距離」という。）に相当する距離を加えた距離 

② 第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地

域及び準住居地域 

道路に接する各辺について当該道路の幅員に後退距離に相当する距離を加えた距離、その

他の各辺については１６ｍに高さが２０ｍを超える部分を有する建築物にあっては、その部

分から隣地境界線までの水平距離のうち最小のものに相当する距離を加えた 距離 

③ 近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域、工業専用地域又は用途地域の指定のな

い区域（以下「非住居系地域」という。） 

道路に接する各辺について当該道路の幅員に後退距離に相当する距離を加えた距離、その

他の各辺については１２ｍに高さが３１ｍを超える部分を有する建築物にあっては、その部

分から隣地境界線までの水平距離のうち最小のものに相当する距離を加えた 距離 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１ 

⑵ 高さが１００ｍを超える建築物に対する⑴の規定の適用については、次のイ、ロ及びハを

加えたものをもって⑴の Si’とする。 

イ 建築物の高さ１００ｍ以下の部分の立面投影面積 

ロ 建築物の高さ１００ｍを超え１５０ｍ以下の部分の立面投影面積に２分の１を乗じて得

たもの 

第１種中高層住居専用地域、 

第２種中高層住居専用地域、 

第１種住居地域、第２種住居地域、

準住居地域 

近隣商業地域、商業地域、 

準工業地域、工業地域、 

工業専用地域 



- 6 - 

ハ 建築物の高さ１５０ｍを超える部分の立面投影面積に３分の１を乗じて得たもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－２ 

⑶ 前面道路の反対側の境界線からの水平距離に後退距離に相当する距離を加えたものが法第

５６条第１項別表第３（は）欄に掲げる距離を超える建築物の部分の立面投影面積は、道路に

接する各辺の Si’に含めないものとする。 

２ 北側斜線制限関係 

⑴ 第一種低層住居専用地域及び第二種低層住居専用地域においては、北側斜線制限（法第５

６条第１項第３号）は原則として緩和しないものとする。ただし、階段室、昇降機塔等の建築

物の屋上部分で隣地に対する日照条件を十分考慮したものについては、この限りでない。 

⑵ 第一種中高層住居専用地域及び第二種中高層住居専用地域においては、北側斜線制限は原

則として緩和しないものとする。ただし、塔状建築物等で隣地に対する日照条件を十分考慮し

たものについては、この限りでない。 

 

第５ 建築物の敷地が斜線制限等の高さの制限の異なる地域又は区域の内外にわたる場合の措置 

１ 敷地が法第５５条第１項又は法第５６条第１項第１号、第２号若しくは第３号の規定による

建築物の高さの制限が異なる地域又は区域の内外にわたる建築物に対する第４の１の規定の適

用については、敷地の各辺の中点から次の①又は②に掲げる距離だけ外側にある点をもって第

４の１の⑴の Oi とし、各辺において法第５５条第１項又は法第５６条第１項第１号、第２号若

しくは第３号の規定によって許容される最大の立面投影面積をもって第４の１の⑴及び⑵の Si

とする。 

① 道路に接する各辺について当該道路の幅員に後退距離に相当する距離を加えた距離 

② その他の各辺については下記の式による数値 

16×L1＋A2×L2＋A3×L3                                   

L  

  A2：１６ｍに高さが２０ｍを超える部分を有する建築物にあっては、その部分から隣地境

界線までの水平距離のうち最小のものに相当する距離を加えた距離の数値 

  A3：１２ｍに高さが３１ｍを超える部分を有する建築物にあっては、その部分から隣地境
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界線までの水平距離のうち最小のものに相当する距離を加えた距離の数値 

  L1：各辺のうち第一種低層住居専用地域及び第二種低層住居専用地域に存する部分の長さ 

  L2：各辺のうち第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、

第二種住居地域及び準住居地域に存する部分の長さ 

  L3：各辺のうち非住居系地域に存する部分の長さ 

  L ：各辺の長さ（L= L1＋L2＋L3） 

なお、絶対高さ制限（法第５５条第１項）及び北側斜線制限（法第５６条第１項第３号）の

適用される地域又は区域の内外にわたる場合で、当該地域又は区域に存する部分において北側

斜線制限が敷地境界線から連続して適用される範囲の部分について、法第５５条第１項の規定

に係る許可を受ける場合には、第３を準用し、また、法第５６条第１項の規定については、第

４の２を準用する。 

２ 上記１の判定方式のみでは斜線制限等の高さの制限の部分適用方式（建築物の各部分の高さ

が当該部分の存する地域又は区域の制限の適用を受ける方法をいう。）が十分に反映されないこ

とになり、敷地周辺の環境にとって不適当である場合には、適切な措置を講ずるものとする。 

  例えば、法第５６条第１項第１号、第２号又は第３号の規定に係る許可を受ける建築物が高

さの制限の異なる区域の内外にわたる場合には、建築物の敷地を第一種低層住居専用地域又は

第二種低層住居専用地域内に存する部分、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用

地域、第一種住居地域、第二種住居地域又は準住居地域内に存する部分及び非住居系地域内に

存する部分に区分し、それぞれの部分について第４の１を準用する。この場合において、「各辺」

とあるのは、それぞれ「各辺のうち第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域内に

存する部分」「各辺のうち第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居

地域、第二種住居地域又は準住居地域内に存する部分」又は「各辺のうち非住居系地域内に存

する部分」と読み替え、また、Si とは、当該部分について法第５６条第１項第１号、第２号及

び第３号の規定によって許容される立面投影面積とする。 

 



- 8 - 

第６ 手続きの流れ 

長崎市総合設計制度の手続きの流れ 

関係部局 申 請 者 特定行政庁 建築審査会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※変更が生じた場合 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※必要があれば 

 

事前の調整・指導 基本設計案 関係部局との調整・指導 

事前協議 事前協議 事前協議 

基本設計 

事前協議書受付 事前協議書作成 

許可申請書作成 

提 出 

標識設置・近隣説明 

合議等 

事前協議終了 

受付・受理審査 

建築審査会へ 
同意を求める 

各種届出の提出 
建築確認申請の提出 

建築審査会 
資料作成 

事前審査 

審 査 

事前協議書審査 

同 意 

不同意 確認済証の交付
後着工 

工事完了時 
各種完了届等の提出 
公開空地標示板の設置 

不許可通知 

許可通知 

各種完了検査の実施 
公開空地標示板の確認 

公開空地管理責任者選
任届及び公開空地管理
報告書の提出 

実施設計案 

受付・受理 
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第７ 提出書類 

次の各号の図書をＡ４版に製本し、正副２通提出すること。 

１ 事前相談に必要な図書 

① 都市計画図 

② 配置図、平面図、立面図 

③ 公開空地図、日影図等 

④ その他必要な図書 

２ 事前協議に必要な図書 

① 事前協議書（様式１） 

② 位置図、都市計画図等 

③ 案内図、配置図、平面図、立面図及び設計概要書（様式２） 

④ 公開空地の計画図（植栽、舗装、前面道路との高低差を明示する。） 

⑤ 公開空地の面積求積図 

⑥ 日影図、日影時間図 

⑦ 立面投影面積算定図（高さ制限の緩和を受ける場合に作成する。） 

⑧ その他必要な図書 

３ 許可申請に必要な図書 

① 許可申請書 

② 委任状 

③ 理由書（許可を必要とする理由） 

④ 設計概要書（様式２） 

⑤ 公開空地設置に関する誓約書（様式３）（建築主が署名すること） 

⑥ 敷地周辺の用途地域図（用途地域を着色で示すこと） 

⑦ 敷地周辺の建築物用途別現況図（1/2500 程度とし周囲 300m の範囲の建築物の主用途別

に着色し、凡例を記入すること） 

⑧ 配置図及び１階平面図（前面道路の歩車道別の幅員、建築物の位置等を明示すること） 

⑨ 公開空地平面図（敷地と道路の関係・建築物の形状及び位置・公開空地の種別、 

 形状、仕上げ及び付帯設備（植栽、車止め等）・公開空地の標示板の位置） 

⑩ 公開空地求積図（公開空地種別に色分け） 

⑪ 公開空地立面図（公開空地パースとの兼用可） 

⑫ 標示板構造詳細図 

⑬ 各階平面図 

⑭ 立面図（４面以上とし一般規制による斜線制限、外壁の仕上げ色調等を記入のこと） 

⑮ 断面図（２面以上とし、建築物の各高さ、前面道路及び隣地との高低差を記入のこと） 

⑯ 日影図 

⑰ 立面投影面積算定図（高さ制限の緩和を受ける場合に作成する。） 

⑱ 関係部局との協議報告書 

⑲ その他必要な図書 

４ 建築審査会に必要な資料 
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  必要に応じて指示された資料を特定行政庁に提出すること。 

 

第８ その他 

１ 標識の設置、近隣説明 

  建築主は、事前協議が終了した後、次のとおり標識の設置及び近隣説明を行うこと。 

 ①事前協議終了後敷地内の見やすい場所に標識（様式４）を設置し、その状況を配置図及び写

真で報告すること。 

 ②取扱基準第6の(2)に掲げる近隣説明は、標識設置後に第７の３に掲げる図面により行うこと。 

 ③近隣説明の結果は、説明状況報告書（様式５）にまとめ、許可申請時に提出すること。 

 ④説明会を開催した場合は、欠席した隣接住民に対しては、必ず説明を行うこと。 

 ⑤説明会の内容は、その概要を議事録としてまとめ、許可申請時に提出すること。 

２ 工事完了以降の手続き 

①工事完了時の報告等 

建築主は、公開空地管理責任者を選任し、公開空地管理責任者選任届（様式６）を特定行政

庁に提出の上、現地立会検査を受けること。また、公開空地の見やすい場所、原則として 2 ヶ

所以上に標示板（様式７）を設置すること。 

②工事完了後の報告等 

公開空地管理責任者は、公開空地等の維持管理状況について、公開空地管理報告書（様式８）

により工事完了後 3 年ごとに特定行政庁に報告すること。公開空地等の維持管理責任者の変

更については、適宜報告すること。 

３ 許可内容の軽微な変更について 

建築主は、許可内容の軽微な変更が生じた場合は、事前に特定行政庁と協議の上、法第１２

条第５項の規定により報告すること。 

 

 

   附 則      

  この基準は、平成２１年６月２６日から施行する。 

附 則      

１ この基準は、平成２５年３月５日から施行する。 

２ この基準は、施行の日以後になされた本制度における許可の申請に係る建築物から適用する。 

   附 則 

  この基準は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この基準は、令和３年４月２０日から施行する。 

２ 改正前の長崎市総合設計制度に関する技術基準に定める用紙は、当分の間、所要の調整をして

使用することができる。 

 


